2016年12月8日～9日　時事通信
戦争法、沖縄、基地、安倍首相真珠湾訪問、政局
「いつ落ちるか」住民不安＝オスプレイ、物資つり下げ－民家上空で訓練・沖縄
　沖縄県宜野座村の米軍キャンプ・ハンセン周辺で、米海兵隊の新型輸送機オスプレイが物資のつり下げ訓練を繰り返している。６日には民家の上空で訓練が確認された。「物資が近くに落ちたら終わりだ」。住民は不安を募らせている。
　オスプレイは可能な限り、人口密集地の上空を避けて飛行することになっている。つり下げ訓練が確認された６日と翌７日、防衛省沖縄防衛局は米側に抗議。県も７日に防衛局を通じ抗議したが、米軍はその日も、つり下げ訓練を実施した。
　「何が入っているか分からず、いつ落ちるかもしれない」。宜野座村城原地区の泉忠信さん（８６）は６日昼ごろ、自宅の真上をオスプレイが飛ぶのを見た。
　泉さん宅はキャンプ・ハンセンのヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）から約３００メートルの場所にある。５０年前、「広くて平らで静かな所に」と家を建てた。当時ヘリパッドはなく、「いつの間にかできていた」という。
　２０１２年１０月、オスプレイが沖縄に配備されると、騒音はよりひどくなった。翌１１月からつけている日記にはオスプレイが飛んだ時刻や、衝撃で窓が震えた様子がびっしりと書き込まれている。
　６日の騒音は防衛省沖縄防衛局の測定で、電車が通過したガード下と同程度の１００デシベルを超えた。県が抗議した７日も、物資をつり下げたオスプレイが自宅周辺を３分置きに旋回した。泉さんのメモには「進入」の記録が２０回以上残る。
　泉さんは夜中に米軍機の騒音が聞こえると、人家があることを示すため２階の明かりを全てつける。１０月には防衛局が人家を示す航空標識灯を近くに設置したばかりだ。
　「こんな所に家を建て、子や孫に申し訳ない」と話す泉さん。「静かで平和な環境を望んでいるだけ。基地はアメリカに帰ってくれ」とつぶやいた。（時事通信2016/12/09-05:32）
抗議後もつり下げ訓練＝オスプレイ、地元に不安－沖縄・宜野座
　沖縄県宜野座村の民家上空で米海兵隊の新型輸送機オスプレイが物資のつり下げ訓練をしていた問題で、県の抗議後の７日夜も、同様の訓練をしていたことが分かった。同村の當真淳村長は８日、防衛省沖縄防衛局を訪れ、中嶋浩一郎局長に米側へ再発防止を申し入れるよう要請した。
　防衛局は、７日午後８時ごろに同村の米軍キャンプ・ハンセン周辺で、オスプレイが物資をつり下げて飛行しているのを確認したが、「提供施設外の飛行とは特定できなかった」としている。


米軍のオスプレイつり下げ訓練について防衛省沖縄防衛局に申し入れ後、記者団の取材に応じる沖縄県宜野座村の當真淳村長＝８日午前、同県嘉手納町
　當真村長は「いつまで訓練が続くか分からないのが一番不安だ」として、事前の情報提供や、民間地に近いヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の使用を控えるよう要望した。（時事通信2016/12/08-11:37）
陸海空で邦人保護訓練＝安保法で初、武器使用も－防衛省
　防衛省は８日、安全保障関連法で可能となった在外邦人の保護訓練を行うと発表した。入間基地（埼玉県入間市）や相馬原演習場（群馬県榛東村）で１２～１６日、陸海空の自衛隊合同で実施し、計約４９０人が参加。１６日には報道公開する。
　安保法では、海外で日本人を保護する際、武装集団の妨害行為に銃の威嚇射撃で対応できる「任務遂行型」の武器使用が可能となった。
　訓練では、海外にいる日本人が治安悪化のため一時集合した場所が暴徒に取り囲まれたと想定。陸自部隊が警告や威嚇射撃を行い、昨年導入した輸送防護車「ＭＲＡＰ（エムラップ）」などに日本人を乗せ、空自の航空機や海自の艦艇が待機する場所まで送り届ける。（時事通信2016/12/08-22:04）
自衛隊機差し止め認めず＝「運航、高度の公共性」－厚木基地騒音訴訟・最高裁


第４次厚木基地騒音訴訟の上告審判決で住民側請求が棄却され、「不当判決」などと書かれた垂れ幕を掲げる弁護士ら＝８日午後、東京都千代田区
　米軍と海上自衛隊が共同使用する厚木基地（神奈川県）の周辺住民らが、騒音被害を理由に国を訴えた第４次訴訟の上告審判決で、最高裁第１小法廷（小池裕裁判長）は８日、「自衛隊機の運航には高度の公共性がある」として、夜間早朝の飛行差し止めを認めた一、二審判決を取り消し、住民側の請求を棄却した。米軍機の差し止め請求も退け、いずれも認めない判断が確定した。
　二審が認めた将来分の損害に対する賠償請求も退けた。裁判官５人全員一致の意見。過去分の約８２億円の賠償は国が争わず、既に支払われている。
　各地の基地訴訟では、民事訴訟での差し止め請求を不適法として「門前払い」する判決が定着。今回、公権力行使の違法性を問う行政訴訟でも自衛隊の公共性を認めた上で請求が退けられたことで、裁判を通じた軍用機の飛行差し止めは事実上不可能となった。


　原告は、航空機騒音の国際基準「うるささ指数（Ｗ値）」が７５以上の区域の住民約７０００人。
　最高裁は、住民らの騒音被害について「睡眠妨害の程度は相当深刻で、軽視できない」と言及。ただ、「厚木基地における自衛隊機の運航はわが国の平和と安全に極めて重要な役割を果たしており、高度の公共性がある」と指摘した。
　その上で、自衛隊が夜間早朝の運航を自主規制している点や、防音工事への助成費用として総額１兆円超を支払っていることを考慮し、「防衛大臣の権限行使は妥当なものだ」と結論付けた。
　米軍機については言及せず、飛行差し止めを認めない一、二審の判断を不服とした住民側の上告を棄却した。将来分の賠償は「あらかじめ賠償額などを明確に認定できない」として退けた。（時事通信2016/12/08-17:24）
「全くひどい」憤る住民＝第５次訴訟の方針表明－厚木基地訴訟


第４次厚木基地騒音訴訟の上告審判決で住民側請求が棄却され、「不当判決」などと書かれた垂れ幕を掲げる弁護士ら＝８日午後、東京都千代田区
　「逆転不当判決」。弁護士がこわばった顔で垂れ幕を掲げ、傍聴を終えた原告が「完全敗訴です」と声を張り上げると、最高裁の正門前に集まった原告や支援者は肩を落とした。弁護団は今後、第５次訴訟を起こす方針を表明した。
　原告の大波修二さん（７０）＝神奈川県大和市＝は「全くひどい」と怒りをあらわに。「行政や国会の行き過ぎに『ひどいじゃないか』と判断するのが司法の役割」とした上で、「行政寄りの判断と思わざるを得ない。司法とは何なんだ」と語気を強めた。
　一、二審が自衛隊機の飛行差し止めを認めていただけに、関係者の落胆は大きかった。裁判を支援してきた柴田豊勝さん（７０）＝横浜市＝は「地高裁の判決で小さな窓が開いたと思ったが」と無念そうだった。


第４次厚木基地騒音訴訟の上告審判決を受け、記者会見する原告団の金子豊貴男団長（中央）ら＝８日午後、東京都千代田区
　「現地に行って騒音を聞き、行政に司法の考え方を示した地高裁の努力を踏みにじった」。判決後に弁護団が開いた報告集会では、最高裁判決への批判が相次いだ。（時事通信2016/12/08-20:26）
外務・防衛協議の再開調整＝日ロ首脳会談で協議
　日ロ両政府が外務・防衛担当閣僚協議（２プラス２）を再開する方向で調整していることが８日分かった。１５、１６両日に予定される安倍晋三首相とプーチン大統領の首脳会談で協議し、合意を目指す。日本政府は、経済分野に加え、安全保障分野での協力を進めることで、北方領土問題を含む平和条約締結交渉の前進につなげたい考え。
　複数の日ロ外交筋によると、ロシア側が再開を要請した。アファナシエフ駐日ロシア大使が先月末に、稲田朋美防衛相と防衛省内で会談した際にも同様の提案をしたという。（時事通信2016/12/08-18:45）
厚木訴訟判決を評価＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は８日午後の記者会見で、最高裁が厚木基地（神奈川県）騒音訴訟の判決で自衛隊機の夜間早朝の飛行差し止めを認めなかったことに関し、「国の主張について裁判所の理解が得られた」と評価した。
　菅氏は「航空機騒音の影響に可能な限り配慮するのは当然なので、（騒音の主な原因とされる）空母艦載機の岩国基地への移転を着実に進めていきたい」と語った。（時事通信2016/12/08-17:26）
国は抜本解決の努力を＝黒岩神奈川知事－厚木基地訴訟
　第４次厚木基地訴訟の上告審判決を受け、黒岩祐治神奈川県知事は「原告の主張は認められなかったが、訴訟を通じて基地周辺の騒音被害の深刻さが改めて示された」とするコメントを出した。その上で、「４度にわたり騒音被害の違法性が認められたことを重く受け止め、抜本的な解決に向け最大限の努力を」と国に求めた。（時事通信2016/12/08-17:53）
安倍首相は南京も訪問を＝社民党首
　社民党の吉田忠智党首は８日の記者会見で、安倍晋三首相が米ハワイの真珠湾を訪問することを歓迎した上で、「中国、朝鮮半島に耐え難い苦痛を与えたのも事実だ。象徴的な南京に行くべきだ」と首相に求めた。（時事通信2016/12/08-12:05）
不戦への決意新たに＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は８日午前の記者会見で、旧日本海軍による米ハワイの真珠湾攻撃から７５年を迎えたことについて、「敵国として戦った日米両国を戦後、価値を共有する同盟国に変容させた日米の和解の価値を再認識していくと同時に、二度と戦争の惨禍を繰り返してはならないという決意を新たにする重要な機会だ」と述べた。（時事通信2016/12/08-11:54）
米首都でも追悼式典＝安倍首相訪問に歓迎の声－「真珠湾」７５年


７日、米首都ワシントンで、旧日本軍による真珠湾攻撃から７５年を迎えたのに合わせて開かれた式典で献花するペンス次期副大統領（右）、マケイン上院議員（中央）、元米兵ら
　【ワシントン時事】旧日本軍による米ハワイの真珠湾攻撃から７５年を迎えた７日、首都ワシントンにある第２次世界大戦記念碑でも、犠牲者を追悼する式典が催された。
　式典には大戦を戦った元米兵約３０人に加え、ペンス次期副大統領やマケイン上院議員ら政界関係者も出席。当時のルーズベルト大統領のひ孫に当たるエリオット・ルーズベルトさん（５３）は「犠牲になった人々を忘れず、体験を未来に語り継ぐのが私たちの責任だ」とあいさつした。
　真珠湾攻撃を生き延びた元米兵のリチャード・ヤングさん（９４）は「日本人に抱いていた敵意は消えてしまった。きょうの式典は当時の米国人をたたえるための素晴らしいものだ」と指摘。今月下旬の安倍晋三首相の真珠湾訪問については「日米間の平和と調和と結束を促進し、いい結果を生むかもしれない」と期待を示した。（時事通信
2016/12/08-08:08）
「和解が敵を友に変えた」＝真珠湾攻撃７５年－首相訪問前、平和へ誓い・米ハワイ


７日、米ハワイ・真珠湾で、旧日本軍による真珠湾攻撃を生き延び、攻撃から７５年の追悼式典に出席した元米兵ら（米海軍提供）（ＥＰＡ＝時事）
　【ロサンゼルス時事】１９４１年の旧日本海軍による米ハワイの真珠湾攻撃から７５年を迎えた７日（日本時間８日）、犠牲となった米兵の追悼式典が真珠湾で開かれた。米軍幹部や空爆を生き延びた元米兵ら４０００人以上が参加。今月下旬の安倍晋三首相の真珠湾慰霊を前に、平和への誓いを新たにするとともに、憎しみを乗り越え和解し、同盟を強固にした日米関係を歓迎する声が相次いだ。
　式典は米海軍などが主催。星条旗の半旗が掲げられる中、攻撃が始まった午前７時５５分に合わせ、黙とうをささげた。その後、真珠湾攻撃で沈没した米戦艦アリゾナの元乗組員ドナルド・ストラットンさん（９４）＝コロラド州＝らが紹介されると、会場から大きな拍手が湧いた。
　米太平洋軍のハリス司令官は式典で「われわれはパールハーバーを忘れない。第２次大戦中の犠牲により自由を取り戻すことができた」と指摘。一方で「現在は日本を含む同盟国と、得難い自由を守るため協力している。和解はかつての敵を最も緊密な友人に変えたのだ」と強調した。
　日本からは、真珠湾攻撃を指揮した山本五十六連合艦隊司令長官の故郷である新潟県長岡市の磯田達伸市長や三沢康ホノルル総領事が出席した。（時事通信2016/12/08-09:30）
「自由のともしび消せない」＝真珠湾攻撃７５年で次期米大統領
　【ワシントン時事】トランプ次期米大統領は７日、旧日本軍によるハワイの真珠湾攻撃から７５年となるのに際して声明を出し、次世代のためにも、戦争で多くの犠牲を払った勇敢な米国人から引き継いだ「自由のともしびを消すことは許されない」と呼び掛けた。
　トランプ氏は「過去７５年、米国はさまざまな敵と対峙（たいじ）してきた。しかし、レーガン元大統領が述べたように『平和を追求する上で、勝利に代わる物はない』という事実は不変だ」と強調した。　（時事通信2016/12/08-06:53）
解散風強い＝蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は８日の記者会見で、衆院解散・総選挙について、「解散風はかなり強い吹き方をしているという認識だ。近いのではないかと思って引き締めていきたい」と述べ、選挙準備を急ぐ考えを強調した。（時事通信2016/12/08-16:46）
ＴＰＰ、９日承認＝参院、自然成立は回避


参院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で答弁する安倍晋三首相＝８日午後、国会内
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案を審議する参院特別委員会は８日の理事懇談会で、９日に締めくくり質疑と採決を行うことを林芳正委員長（自民）の職権で決めた。与党と日本維新の会などの賛成多数で可決された後、参院本会議に緊急上程され、成立する運びだ。
　１１月１０日に衆院を通過したＴＰＰ承認案は憲法の規定により、参院の議決がなくても１２月９日に自然成立するが、採決を行うことで参院の意思を明確にすることを優先した。（時事通信2016/12/08-19:12）
カジノ法案、１３日採決目指す＝自民、週内成立は断念
　自民、民進両党は８日の参院国対委員長会談で、カジノを中心とする統合型リゾート（ＩＲ）推進法案について、参院内閣委員会で１２日に参考人質疑を行うことで合意した。自民党は当初目指していた９日の成立を断念したが、１４日までの延長国会で成立させるため、１３日の委員会で採決したい考え。これに対し、民進党は成立阻止に全力を挙げる構えだ。
　参院国対委員長会談で、民進党の榛葉賀津也氏は１２日に参考人質疑を行うよう要求。自民党の松山政司氏も受け入れた。内閣委員長ポストを民進党が握っていることから、週内に採決を強行しても成立は見通せないと判断したとみられる。
　民進党は８日の拡大執行役員会で、カジノ法案を廃案に追い込む方針を確認した。蓮舫代表は記者会見で「いったん廃案にしてやり直すべきだ」と主張。同党が内閣委員長を出していることを踏まえ、「会期末だからといって急ぐ立場ではない」と慎重審議に期待を示した。
　カジノ法案は８日、内閣委員会で実質審議入り。審議時間は衆院並みの６時間を消化しており、自民党は採決の環境が整ったとみている。１３日に内閣委で採決し、１４日の本会議で成立させる日程を描いているが、会期末は混乱が予想されるため、成立を急ぐ可能性もある。
　こうした中、カジノ解禁を推進する超党派の「国際観光産業振興議員連盟」は８日、衆院議員会館で総会を開催。議連会長の細田博之自民党総務会長は「何とか成立を期したい。経済活性化、雇用のためにも大変大切な法案だ」と訴えた。（時事通信2016/12/08-23:49）
参院議長に説明要求＝「政治とカネで疑問」－民進
　民進党は８日、伊達忠一参院議長の政治団体について、政治資金の使途に疑問が持ち上がっているとして、伊達氏に対し収支報告書などの関係資料を提出するよう申し入れた。９日正午までに回答がなければ、参院本会議などに応じないとしている。
　伊達氏の政治団体「伊達忠一連合後援会」が２０１３～１５年、支援者向けのゴルフコンペで支出が収入を上回った差額を負担していたとして、選挙区内の有権者への寄付を禁じた公職選挙法に抵触する可能性が指摘されている。（時事通信2016/12/08-21:41）
朝鮮半島非核化へ連携＝日米首席代表が会談
　外務省の金杉憲治アジア大洋州局長は８日、東京都内で米国のユン北朝鮮担当特別代表と会談した。両氏は、日米韓３カ国が連携して北朝鮮に対する独自制裁を発表したことに関し、「北朝鮮や国際社会に対する強いメッセージとなった」との認識で一致。朝鮮半島の非核化を実現するため、引き続き３カ国が緊密に連携していく方針を確認した。
　両氏は、北朝鮮の核問題をめぐる６カ国協議の日米の首席代表。１２、１３の両日に韓国で開催される日米韓首席代表会合に出席する。（時事通信2016/12/08-21:27）
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